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（単位：百万円）

59,318 2,636,524

現 金 5 26,046

預 貯 金 59,313 2,609,983

143,632 494

2,654,387 484

国 債 582,118 42,300

地 方 債 15,979 279,136

社 債 264,774 153,278

株 式 14 20,000

外 国 証 券 1,762,693 4,696

そ の 他 の 証 券 28,807 6,021

17,087 104

保 険 約 款 貸 付 9,514 30

一 般 貸 付 7,573 60,144

856 31,323

建 物 125 76

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 731 3,460

3,688 2,003

ソ フ ト ウ ェ ア 3,671 99

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 17 13,405

764 13,405

175,795 2,973,955

未 収 金 9,793

前 払 費 用 383 30,519

未 収 収 益 20,660 17,481

預 託 金 341 17,481

先 物 取 引 差 入 証 拠 金 3,861 44,928

金 融 派 生 商 品 133,538 44,928

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金 6,627 繰 越 利 益 剰 余 金 44,928

仮 払 金 381 △ 5

そ の 他 の 資 産 208 92,923

20,003 3,114

△ 173 5,367

8,482

101,405

3,075,361 3,075,361

（ 資 産 の 部 ）

2019年度（2020年３月31日現在）貸 借 対 照 表

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

資産の部合計

（ 負 債 の 部 ）

保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

無 形 固 定 資 産

再 保 険 貸

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

先 物 取 引 差 金 勘 定

再 保 険 借

社 債

そ の 他 負 債

債 券 貸 借 取 引 受 入 担 保 金

借 入 金

金 融 派 生 商 品

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

仮 受 金

そ の 他 の 負 債

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

負債の部合計

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

負債及び純資産の部合計

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純資産の部合計
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（貸借対照表注記）

1. 会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券につい

ては時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取

扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく責任準備金対応債券について

は移動平均法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末

日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難

と認められるものについては、移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、外貨建

その他有価証券のうち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額

を評価差額とし、それ以外の差額については為替差損益として処理しております。

(2) デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

(3) 有形固定資産の減価償却の方法

有形固定資産の減価償却の方法は、定率法（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（2016

年３月 31日以前に取得した附属設備、構築物を除く）については定額法）により行っております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物           8年～15年

その他の有形固定資産   2年～20年

(4) ソフトウェアの減価償却の方法

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、社内における利用可能

期間（５年間）に基づく定額法により行っております。

(5) 外貨建資産等の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。

(6) 引当金の計上方法

① 貸倒引当金

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産、民事再生等、法的・形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）

に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債

権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大

きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保

の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額

に乗じた額を計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立

した資産査定部門及び監査部門が査定結果を検証しており、その査定結果に基づいて上記の引当を

行っております。
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② 退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。

退職給付見込額の期間帰属方法    給付算定式基準

数理計算上の差異の処理年数     発生した事業年度で一括処理

過去勤務費用の処理年数       平均残存勤務期間内の一定年数（11年）

③ 役員退職慰労引当金

役員退職慰労引当金は、役員に対する退職慰労金の支給に備えるため、支給見込額のうち、当事業

年度末において発生したと認められる額を計上しております。

(7) 価格変動準備金の計上方法

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した額を計上しております。

(8) ヘッジ会計の方法

     当社は、長期の保険契約等に係る金利変動リスクをヘッジする目的で利用している金利スワップ取

引の一部について、「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日

本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 26号）に従い繰延ヘッジ処理を行っております。ヘッジ

の有効性は、残存期間ごとにヘッジ対象となる保険負債とヘッジ手段である金利スワップ取引をグ

ルーピングし、双方の理論価格の算定に影響を与える金利の状況を検証することにより判定してお

ります。

(9) 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外

消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し５年間で均等償却し、

繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。

(10) 責任準備金の積立方法

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式

により計算しております。

①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（1996 年大蔵省告示第 48号）

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式

2. 金融商品の状況に関する事項及び金融商品の時価等に関する事項

当社では、資産と負債を適切にコントロールするＡＬＭを基本に据え、長期的に安定した収益を確

保することに留意したポートフォリオ運営を行っております。具体的には安定した利息収入を得ら

れる公社債等や買入金銭債権（高格付けの証券化商品等）をポートフォリオの中核とする一方、株

式への投資は最小限に抑えた運用を行っております。外国証券については、適切な為替リスクコン

トロールの下、中長期的な収益向上の観点からの組み入れを行っております。

デリバティブ取引については、金利や為替相場等、経済動向の将来的な変動が、当社財務の健全性

に与える影響を緩和すべく、ＡＬＭの観点等からリスクをコントロールする目的で、また、資産運

用の効率化を図るために活用しております。特に為替相場変動については、実質純資産に影響を及

ぼさないように、デリバティブ取引を利用しております。

金融負債は、財務基盤の強化のため、劣後特約を付した社債及び借入金を調達しております。

なお、主な金融商品として、有価証券は市場リスク、信用リスク、流動性リスク及びＡＬＭリスク、

貸付金は信用リスク及び流動性リスク、デリバティブ取引は市場リスク、信用リスク及びＡＬＭリ

スクに晒されております。

市場リスクの管理にあたっては、有価証券等の価格変動リスクを一元的に把握するとともに、予め

設定した制限の範囲内で資産運用が行われていることを定期的に確認し、過大な損失の発生を抑制

しております。また、想定を超えるような急激な金利上昇や株式の大幅な下落シナリオ等に基づく
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ストレス・テストを実施することにより、運用資産から生じる損失の状況を把握し、資産の健全性

確保に役立てております。

信用リスクの管理にあたっては、貸付金・債券・株式などについて、与信先ごとに信用度に応じた

与信上限を設けるとともに、特定の資産種類や業種についても制限を設定し、信用リスクが過度に

集中しないようにコントロールしております。

流動性リスクの管理にあたっては、流動性の高い有価証券を中心に資産ポートフォリオを構成する

ことによって市場流動性リスクの軽減を図るとともに、会社全体の資金の流出入を日々詳細に把握

し、債券貸借取引受入担保金を利用することによって資金繰りリスクの軽減を図っております。

ＡＬＭリスクの管理にあたっては、金利変動に対する資産・負債の感応度の差に関して基準値を設

定し、その基準値と実績値との乖離をコントロールするなどの手法によりリスク管理を実施してお

ります。

主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。

                                     （単位：百万円）

貸借対照表

計上額

時価 差額

(1)現金及び預貯金 59,318 59,318 -

(2)買入金銭債権

① 満期保有目的の債券 32,625 34,052 1,427

② 責任準備金対応債券 70,027 74,462 4,435

③ その他有価証券 40,979 40,979 -

(3)有価証券

① 売買目的有価証券 24,700 24,700 -

② 満期保有目的の債券 311,768 341,004 29,235

③ 責任準備金対応債券 1,467,538 1,663,060 195,522

④ その他有価証券 792,521 792,521 -

(4)貸付金

① 保険約款貸付

② 一般貸付     

9,514

7,560

9,514

7,573

-

12

資産計 2,816,555 3,047,188 230,633

(1)社債 42,300 43,467 △1,167

(2)債券貸借取引受入担保金 153,278 153,278 -

(3)借入金 20,000 20,211 △211

負債計 215,578 216,957 △1,378

デリバティブ取引

① ヘッジ会計が適用されていないもの 68,939 68,939 -

② ヘッジ会計が適用されているもの 4,454 4,454 -

デリバティブ取引計 73,393 73,393 -

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しております。

※貸借対照表計上額について、貸倒引当金を計上したものについては、当該引当金を控除して

おります。
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(注) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預貯金

  預貯金は、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(2) 買入金銭債権

買入金銭債権は、取引金融機関から提示された価格等によっております。

(3) 有価証券

株式等は取引所の価格、債券等は市場価格、取引金融機関又は情報ベンダーから入手する評価

等によっております。

なお、非上場株式、組合出資金のうち組合財産が非上場株式で構成されているもの等、時価を

把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、上記の表中には含まれ

ておりません。

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場国内株式 14

外国その他証券 55,529

その他の証券 2,314

合計 57,858

(4) 貸付金

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けてお

らず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定される

ため、帳簿価額を時価としております。

一般貸付のうち、変動金利貸付の時価については、将来キャッシュ・フローに市場金利が短期

間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

負債

(1) 社債

将来キャッシュ・フローを想定される残存期間に応じた割引率により現在価値へ割り引いた価

格によっております。

(2) 債券貸借取引受入担保金

債券貸借取引受入担保金はすべて満期までの期間が短いため、時価は帳簿価額と近似している

ことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 借入金

将来キャッシュ・フローを想定される残存期間に応じた割引率により現在価値へ割り引いた価

格によっております。

デリバティブ取引

①先物取引

市場取引の時価については、期末時の清算値又は終値によっております。

②株式オプション取引

期末日の清算値又は終値、情報ベンダー等より入手した価格によっております。

③金利スワップ取引、通貨スワップ取引

時価の算定については、公表されている市場金利を基準として、将来のキャッシュ・フロー差

額を現在価値に割り引いた理論価格によっております。
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④為替予約取引

時価の算定については、金融機関より入手した為替相場、割引率等を基準として、当社で算定

した理論価格によっております。

⑤クレジットデリバティブ取引

時価の算定については、取引金融機関から提示された価格について、当社がその妥当性を検証

したうえで、当該価格を採用しております。

3. 責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額は 1,537,566 百万円、時価は 1,737,523 百万円であり

ます。

責任準備金対応債券のリスク管理方針は以下のとおりであります。

資産・負債のデュレーションマッチングを図り、金利変動リスクを回避するために、保険商品の特

性を勘案し小区分を設定し、各小区分に割り当てられた保険契約群についての責任準備金のデュレ

ーションと小区分に係る責任準備金対応債券のデュレーションを一定の範囲内でコントロールする

資産運用方針を採っております。なお、小区分は次のとおり設定しております。①保険料一時払定

額年金・保険料一時払定額終身保険・保険料一時払生前給付保険・保険料一時払３大疾病保険小区

分（ただし、保険料一時払定額年金については、契約日が 2006年４月１日以降かつ契約日時点にお

ける被保険者年齢が 80 歳以上の契約を除く）、②保険料一時払定額終身保険（確定積立金区分型）

小区分、③終身がん保険・養老保険小区分、④米ドル建保険料一時払定額年金・米ドル建保険料一

時払定額終身保険小区分、⑤豪ドル建保険料一時払定額年金小区分、⑥上記以外の保険・年金小区

分（ただし一部保険種類を除く）。また、各小区分において、保険契約群についての責任準備金のデ

ュレーションと小区分に係る責任準備金対応債券のデュレーションが一定範囲内で対応しているこ

とを定期的に検証しております。

4. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、130,574 百万円であります。

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権に該当するもの

はありません。なお、それぞれの定義は以下のとおりであります。

破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却

を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令（1965 年政

令第 97 号）第 96 条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生

じている貸付金であります。

延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。

３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債

権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。

6. 有形固定資産の減価償却累計額は 1,306 百万円であります。

7. 保険業法第 118 条に規定する特別勘定の資産の額は 25,029 百万円であります。なお、負債の額も同

額であります。

8. 関係会社に対する金銭債務の総額は 20,057百万円であります。
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9. 税効果会計に関する事項は次のとおりであります。

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

税務上の繰越欠損金 9,321百万円

保険契約準備金 7,258 〃

価格変動準備金 3,753 〃

有価証券 2,500 〃

その他 3,588 〃

繰延税金資産小計 26,420 〃

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △3,118   〃

繰延税金資産合計 23,302   〃

繰延税金負債

繰延ヘッジ損益 △2,087百万円

その他有価証券評価差額金 △1,211 〃

繰延税金負債合計 △3,298 〃

繰延税金資産純額 20,003 〃

(2) 税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

                                                                   
1 年以内

1年超

2年以内

2年超

3年以内

3年超

4年以内

4年超

5年以内
5年超 合計

税務上の繰越欠損金(a) 3,926 2,309 2,544 539 - - 9,321 百万円

評価性引当額 - - - - - - -

繰延税金資産 3,926 2,309 2,544 539 - - 9,321(b)

    (a) 税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

(b) 税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産は、将来の収益力に基づく課税所得見込みを考慮した

結果、回収可能と判断しております。

(3) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異

の原因となった主要な項目別の内訳

   税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。

10. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。

当期首現在高                                555 百万円

当期契約者配当金支払額                        60 〃

利息による増加等                              0 〃

契約者配当準備金戻入額                   0 〃

当期末現在高                                       494 〃

11. 担保に供されている資産の額は、有価証券 9,709 百万円であります。

これは、デリバティブ取引の担保として差し入れている有価証券であります。

12. 保険業法施行規則第 73 条第３項において準用する同規則第 71 条第１項に規定する再保険を付した

部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は 0百万円であり、保険業法施行

規則第 71条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金（以下「出再責任準備金」

という。）の金額は 546 百万円であります。
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13. １株当たり純資産額は 580,738 円 13銭であります。

14. 負債の部の社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債

42,300 百万円であります。

    

15. 借入金は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金 20,000

百万円であります。

16. 保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当事業年度末における当社の今

後の負担見積額は 4,038 百万円であります。

なお、当該負担金は拠出した事業年度の事業費として処理しております。

17. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。

(1) 採用している退職給付制度の概要

当社は確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。

(2) 確定給付制度

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 1,902百万円

勤務費用 187 〃

利息費用 6  〃

数理計算上の差異の当期発生額 42 〃

退職給付の支払額 △135 〃

期末における退職給付債務 2,003 〃

② 退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立制度の退職給付債務 2,003 百万円

未認識過去勤務費用 0 〃

退職給付引当金 2,003   〃

③ 退職給付に関連する損益

勤務費用 187百万円

利息費用 6 〃

数理計算上の差異の当期の費用処理額 42 〃

過去勤務費用の当期の費用処理額 △0 〃

確定給付制度に係る退職給付費用 235  〃

④ 数理計算上の計算基礎に関する事項

執行役員を除く、従業員の退職給付債務等の期末における、数理計算上の計算基礎は以下のと

おりであります。

割引率             0.4％

（3）確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、129 百万円であります。

（4）執行役員については、退職給付債務の算定にあたり、期末要支給額を用いております。

18. 金額の記載単位未満は、切捨てて表示しております。
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第５

（単位：百万円）

経　　常　　収　　益 442,366

309,023

307,639

1,383

122,294

81,134

預 貯 金 利 息 42

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 74,226

貸 付 金 利 息 300

不 動 産 賃 貸 料 138

そ の 他 利 息 配 当 金 6,426

7,399

390

33,353

16

11,048

1,798

9,238

10

経　　常　　費　　用 486,603

228,635

28,773

83,845

38,749

72,361

2,951

1,953

123,629

1,540

122,089

0

104,187

1,782

3,800

8,610

87,004

3

23

2,116

846

22,177

7,973

2,960

2,176

1,062

229

1,543

経    常    損　　失　（△） △ 44,237

特　　別　　利　　益 4

4

特　　別　　損　　失 1,893

1,893

0

税　　引　　前　　当　　期　　純　　損　　失　　（△） △ 46,125

△ 146

△ 10,773

△ 10,919

当　　　　期　　　純　　　　損　　　　失　　　　（△） △ 35,205

資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

  2019年度　　　　　　　　　　　　　　  損益計算書

科　　　目 金　　額

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

保 険 金 据 置 受 入 金

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

そ の 他 運 用 収 益

契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

保 険 金 据 置 支 払 金

有 価 証 券 評 価 損

為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費

そ の 他 運 用 費 用

特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

固 定 資 産 等 処 分 益

契 約 者 配 当 準 備 金 戻 入 額

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

2019年４月１日から
2020年３月31日まで
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（損益計算書注記）

1. 関係会社との取引による費用の総額は 105百万円であります。

2. 有価証券売却益の内訳は、外国証券 6,726 百万円、国債等債券 673 百万円であります。

3. 有価証券売却損の内訳は、外国証券 2,454 百万円、国債等債券 1,039 百万円、その他の証券 306 百

万円であります。

4. 有価証券評価損の内訳は、外国証券 8,610 百万円であります。

5. 支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額は 0百万円、責任準備金繰入額の計算

上、差し引かれた出再責任準備金繰入額は 85百万円であります。

6. 金融派生商品収益には、評価益 94,731 百万円、評価損 55,045 百万円が含まれております。

7. １株当たり当期純損失は 201,619 円 18銭であります。

なお、算定上の基礎である当期純損失は 35,205 百万円、普通株式の期中平均株式数は 174千株であり

ます。潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、純損失を計上しており、また、潜在株式が

ないため記載しておりません。

8. 固定資産等処分益の内訳は、不動産売却益 4百万円であります。


